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保健師助産師看護師法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定行為及び

同項第四号に規定する特定行為研修に関する省令の一部を改正する省令の施

行について 

 

 

保健師助産師看護師法第三十七条二第二項第一号に規定する特定行為及び同項第

四号に規定する特定行為研修に関する省令の一部を改正する省令（平成 31 年厚生労

働省令 73 号。以下「改正省令」という。）が別紙のとおり平成 31 年４月 26 日に公

布され、同日から施行されることとなった。 

今回の改正の趣旨、概要等は下記のとおりであるので、貴職におかれては、これ

を御了知の上、貴管内の保健所設置市、特別区、医療機関、関係団体等に対して周

知に努めるなど、引き続き、特定行為に係る看護師の研修制度の円滑な実施に御協

力をお願いする。 

 

記 

１ 改正の趣旨 

特定行為に係る看護師の研修制度（以下「制度」という。）は、地域における医

療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律（平成

26 年法律第 83 号）附則第２条第４項の規定に基づき、その施行の状況等を勘案し、

検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講ずる

ものとすることとされている。今般、医道審議会保健師助産師看護師分科会看護師

特定行為・研修部会（以下「部会」という。）において、制度の見直しについての検

討が行われ、より効率的な特定行為研修の実施が必要とされ、平成 30 年 12 月 14 日

に「特定行為研修の研修内容等に関する意見」がとりまとめられた。これらを踏ま

え、特定行為研修の基準等について改正を行うものである。 

 

２ 改正の概要 

（１） 特定行為研修のうち、共通科目について、以下のとおり、左欄の内容に

応じて右欄の時間数以上とするよう改めた。 



 

共通科目の内容 時間数 

臨床病態生理学 ３０ 

臨床推論 ４５ 

フィジカルアセスメント ４５ 

臨床薬理学 ４５ 

疾病・臨床病態概論 ４０ 

医療安全学 
４５ 

特定行為実践 

合計 ２５０ 

 

（２） 特定行為研修のうち、区分別科目について、講義又は演習及び実習によ

り行うものとし、そのうち、講義又は演習の時間数については、特定行為区

分に応じて、以下の表の時間数以上とするよう改めた。 

区分別科目 時間 

呼吸器（気道確保に係るもの）関連 ９ 

呼吸器（人工呼吸療法に係るもの）関連 ２９ 

呼吸器（長期呼吸療法に係るもの）関連 ８ 

循環器関連 ２０ 

心嚢
のう

ドレーン管理関連 ８ 

胸腔ドレーン管理関連 １３ 

腹腔ドレーン管理関連 ８ 

ろう孔管理関連 ２２ 

栄養に係るカテーテル管理（中心静脈カテーテル管理）

関連 
７ 

栄養に係るカテーテル管理（末梢留置型中心静脈注射用

カテーテル管理）関連 
８ 

創傷管理関連 ３４ 

創部ドレーン管理関連 ５ 

動脈血液ガス分析関連 １３ 

透析管理関連 １１ 

栄養及び水分管理に係る薬剤投与関連 １６ 

感染に係る薬剤投与関連 ２９ 

血糖コントロールに係る薬剤投与関連 １６ 

術後疼
とう

痛管理関連 ８ 

循環動態に係る薬剤投与関連 ２８ 

精神及び神経症状に係る薬剤投与関連 ２６ 



 

皮膚損傷に係る薬剤投与関連 １７ 

 

（３） 指定研修機関は、厚生労働大臣が適当と認める場合には、特定行為研修

に係る特定行為の一部を行う看護師について、当該特定行為研修の一部を免

除した研修を行うことができるものとした。 

 

（４） 指定研修機関が厚生労働大臣に提出する報告書の提出期限を、毎年４月

30 日としていたところ、毎年６月 30 日に改めた。 

 

３ 施行期日等 

 （１）施行期日 

   公布の日（平成 31 年４月 26 日） 

 （２）経過措置 

   ① 特定行為研修の共通科目の時間及び区分別科目の講義又は演習の時間に

ついて、平成 31 年 11 月 30 日までの間は、改正省令による改正前の規定に

より、指定研修機関の指定の申請又は指定研修機関が実施する特定行為研

修に係る特定行為区分の変更の申請を行うことができることとした。 

   ② 改正省令の施行の際に指定研修機関の指定を受けている者が行う特定行

為研修の共通科目の時間及び区分別科目の講義又は演習の時間について、

平成 35 年３月 31 日までの間は、改正省令による改正前の規定によること

ができることとした。 

 


